
れた地域で自分らしく自立した生活ができるように、「第３期障害者プラン（障害 帯等に対する臨時特別給付金の支給を適切に行いました。
者計画・障害福祉計画）」に基づく事業を推進します。特に、ＮＰＯ法人や社会福祉法人等の関係機関と連携し、障
害者の日中活動の場及び生活の場の拡充に向けた取り組みを推進します。また、相談支援体制の更なる強化・充実を
図ります。
〇高齢者施策は、高齢になっても住み慣れた地域で安心して暮らせるように、「第８期介護保険事業計画・第９次高
齢者保健福祉計画」に基づく事業を推進します。また、高齢者がその有する能力に応じて自立した生活ができるよう

部の運営方針に対する部全体の総合評価
、在宅医療と介護の連携、認知症対策、健康寿命延伸施策を推進し、日常生活の支援が包括的に確保される地域包括
ケア体制の充実を図ります。さらに、地域住民をはじめとする多様な主体がつながり、活動する地域共生の取組を推 ・新型コロナウイルス感染症の拡大防止に備えた対応を、国、県の基本
進します。 的対処方針に沿って行ってきました。
〇国民健康保険事業は、被保険者が必要な医療を安心して受けられるように健全運営を目指し、保険税収納率の向上 ・各課での施策、事業の実施にあた

様

っては、コロナ感染症

式

対応を優先し
に取り組

第

むとともに医療費の適

１

正化に努めます。特に

号

、「第２期データヘル

部

ス計画」に基づいた保

の

健事業を推進し、 て行

運

うことにより、中止や

営

縮小といった対応をせ

方

ざるを得ない状況とな

針

被保険者の健康増進に

・

努めます。また、国民

課

健康保険の広域化につ

の

いては、引き続き、保

目

険者である県と連携し

標

円滑 ってしまいました

設

が、可能な限り部の運

定

営方針に沿った対応を

書

行ってき
な運用を図っ

(

ていきます。 ました。

令

〇生活困窮者施策は、

和

生活困窮者自立支援法

 

に基づき、生活困窮者

3

への相談支援に取り組

年

むことを継続します。

度

また
、生活保護受給者

)

への自立等の支援につ

部

いても引き続き、関係

コ

機関と連携し取り組み

ー

ます。
〇高齢者支援課

ド

、国保年金課、健康づ

0

くり支援課の三課連携

5

により、高齢者の保健

部

事業と介護予防の一体

　

的な取組を
推進し、健

名

康寿命の延伸を図るこ

健

とで、高齢者が生き生

康

きと暮らすまちを目指

福

します。
〇国民健康保

祉

険税及び後期高齢者医

部

療保険料、介護保険料

部

の口座振替手続きの電

長

子化を図り、利便性の

名

向上に努めま
す。

課コ

三

ード 01 課　名 社会福

澤

祉課 課長名 阿部　政人

　

２．課の目標（部の運

直

営方針を受けて課の取

洋

組方針を記入） 部の運

１

営方針に対する課の目

．

標への取組結果

○誰も

部

が生涯をとおして健康

の

で自立した生活をおく

運

れるまちづくりを進め

営

るため、関係各課や関

方

係機関と連携を図り ・

針

我孫子市第６次健康福

(

祉総合計画（令和２年

予

度から令和６年度）に

算

基
ながら、第６次健康

編

福祉総合計画の推進と

成

進行管理に努めます。

・

づき、各施策の推進、

実

進行管理を図りました

施

。
・市民からの生活相

計

談に対し、適切な福祉

画

情報の提供や相談支援

策

等を行います。 ・「成

定

年後見制度利用促進基

方

本計画」及び「自殺対

針

策計画」に基づき、
・

な

生活保護制度の適正な

ど

執行に努めていきます

を

。 権利擁護や自殺防止

踏

対策に取り組みました

ま

。
・民生委員、児童委

え

員との連携を密にし、

て

孤立死防止対策や新た

、

な自殺対策計画に基づ

基

いた取り組みを進めま

本

す。 ・民生委員児童委

計

員や市内事業者と連携

画

し、孤立死防止に努め

の

ました。
・成年後見制

分

度を充実するため、市

野

民後見人の養成に取り

別

組んでいきます。 ・生

計

活困窮者や生活保護受

画

給者に対し継続して相

や

談に取り組み、それぞ

重

・社会福祉法人の適正

点

な運営を確保するため

ﾌ

、指導監査を実施して

ﾟ

必要な指導・助言を行

ﾛ

います。 れの抱える課

ｼ

題を把握し、問題解決

ﾞ

につなげました。特に

ｪ

コロナ禍での
・生活困

ｸ

窮者自立支援法に基づ

ﾄ

き、生活困窮者への相

、

談に継続して取り組み

所

、自立を支援していき

管

ます。また、子ど 離職

に

や休業に伴い収入減少

係

した方への住居確保給

る

付金、新たに制度化さ

部

　も学習支援の支援体

の

制を充実させていきま

運

す。 れた新型コロナウ

営

イルス感染症生活困窮

方

者自立支援金や住民税

針

非課税世
・けやきプラ

に

ザ１１階について、活

対

用方針に基づき対応し

す

ていきます。 帯等に対

る

する臨時特別給付金の

課

支給を適切に行いまし

の

た。
・子どもの学習支

目

援については、コロナ

標

禍で教室を開催できな

へ

い時期も
ありましたが

の

、学習支援ネットワー

取

クを通じ連携と情報共

組

有を図りまし
た。

３．

結

課の目標を達成する上

果

での課題と対応（人員

　

の配置、組織のあり方

　

など）

・生活保護受給

分

者の増加が見込まれる

野

ため、生活困窮者への

別

対応をより丁寧に行い

基

、他法他施策の活用を

本

十分に検討
していく。

計

・関係機関との連携を

画

より強化していくこと

の

ができるよう留意して

目

いく。

４．原因分析・

標

改善策

（課長） （部長

を

）

５．課の目標を達成

考

するために取り組む事

慮

務事業

事務事業名（個

し

別事業） 重プ 施策 指標

て

単位 現況値 目標値 実績

、

値 達成率(％) 評価該

部

当 コード

1 福祉相談の

の

実施 重無 34004 生

目

活困窮者等に対する相

標

談対応件数 件 3,42

を

1 2,200 3,42

達

1 155.5 結合

2 保

成

健福祉サービスの苦情

す

解決制度運営 重無 34

る

004 保健福祉サービ

た

ス調整委員による苦情

め

解決数／同苦情受付件

の

数× ％ 100 100 0

方

0 結合

3 成年後見制度

針

利用の支援 重無 332

を

04 市民後見人養成講

記

座の受講者数 人 0 5 0

入

0 結合

4 生活保護事業

)

重無 34004 就労支

◎

援プログラム参加者の

第

うち就職決定件数 人 5

三

40 37 92.5 結合

次

5 健康福祉総合計画の

基

策定及び進行管理 重無

本

83102 事後評価に

計

おける個別計画及び事

画

業の進捗率（順調に推

の

進してい ％ 52 70 5

重

2 74.29 現状

6 社

点

会福祉協議会支援事業

施

重５ 32001 社会福

策

祉協議会のボランティ

「

ア登録者数 事業 6,5

誰

69 8,000 6,5

も

69 82.11 結合

7

が

人権相談・啓発 重５ 3

生

2001 相談者に対し

涯

て確実に対応する対応

を

率 ％ 100 100 10

と

0 100 結合

8 社会福

お

祉事業業務委託 重５ 3

し

2001 援助業務委託

て

の執行率　１００％ ％

、

100 100 100 1

健

00 結合

9 民生委員推

康

薦 重５ 32001 定員

で

充足推薦割合 ％ 94 1

自

00 94 94 結合

10

立

福祉バス運行 重５ 32

し

001 福祉バスの使用

た

率 ％ 18 20 18 90

生

結合

活を安心しておくれるまちづくり」を推進 ・我孫子市第６次健康福祉総合計画（令和２年度から令和６年度）に基
するため、新たに策定した「第６次健康福祉総合計画」及び各部門の計画に基づき、施策や事業に取り組みます。 づき、各施策の推進、進行管理を図りました。
〇地域で支え合う福祉コミュニティづくりのための地域福祉施策は、「成年後見制度利用促進基本計画」及び「自殺 ・「成年後見制度利用促進基本計画」及び「自殺対策計画」に基づき、
対策計画」に基づき、権利擁護や自殺対策、孤立死対策に引き続き取り組みます。 権利擁護や自殺防止対策に取り組みました。
〇健康・医療施策は、生涯を健康に過ごすために、健康づくり・食育・歯と口腔の各種計画を統合した「第２次心も ・民生委員児童委員や市内事業者と連携し、孤立死防止に努めました。
身体も健康プラン」に基づく各種事業を推進します。特に、病気の原因となる危険因子の一次予防を重要な取り組み ・生活困窮者や生活保護受給者に対し継続して相談に取り組み、それぞ
として位置付け、「自ら取り組む、みんなで続ける健康づくり」を基本理念とし、健康寿命を延ばすことができる支 れの抱える課題を把握し、問題解決につなげました。特にコロナ禍での
援事業を推進します。医療施策については、いつでも身近に医療を受けられる体制の整備充実に向けて、引き続き取 離職や休業に伴い収入減少した方への住居確保給付金、新たに制度化さ
り組みます。 れた新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金や住民税非課税世
〇障害者施策は、障害者が住み慣



ン

する知識を高めた人 ％

タ

100 95 100 10

ー

5.26 現状

の

2

運

6 社会福祉法人の法人

営

運営に対する指導監査

管

重５ 32001 前回の

理

指摘事項が改善されて

重

いる社会福祉法人数/

５

監査を実施し ％ 100

3

100 100 100 現

2

状

0

27 骨髄移植

0

ドナー支援事業 重５ 3

1

2001 骨髄等の提供

根

件数 件 2 2 2 100 結

戸

合

福

28 生活困窮

祉

者自立支援事業 重無 3

セ

4004 生活困窮者等

ン

に対する支援プラン策

タ

定件数 件 38 40 21

ー

52.5 結合

施

2

設

9 けやきプラザ１１階

、

の施設運営 重無 413

設

02 けやきプラザ１１

備

階の活用率 ％ 100 1

の

00 100 100 結合

管理

30 子どもの貧

達

困対策事業 重無 340

成

04 我孫子市学習支援

率

ネットワークへの参加

％

件数 件 19 25 19 7

1

6 結合

0

31 孤立

0

死防止対策事業 重無 3

1

4004 孤立死防止連

0

絡協議会参加団体数 件

0

75 75 75 100 現

1

状

00 100 結合

12 被災者援護 重無 34004 被災者に

５

対して見舞金の支給率

．

％ 100 100 100

課

100 結合

の

13

目

日本赤十字社の援護 重

標

５ 32001 多くの市

を

民に献血等に協力して

達

もらうことにより赤十

成

字活動に参 人 600 1

す

,000 600 60 結

る

合

た

14 原子爆弾

め

被爆者見舞金支給 重無

に

34004 申請者への

取

支給率 ％ 100 100

り

100 100 結合

組む

15 戦没者追悼式 重

事

無 00000 戦没者追

務

悼式への参列者数 人 6

事

0 0 0 0 結合

業

1

事

6 戦没者遺族への特別

務

弔慰金取扱い 重無 00

事

000 請求取扱い率 ％

業

100 100 100 1

名

00 結合

（

17 福

個

祉有償運送運営協議会

別

事業 重無 33203 福

事

祉有償運送登事業所登

業

録数 団体 6 6 6 100

）

結合

重

18 DV相

施

談 重無 42002 ＤＶ

施

に関する相談対応件数

策

件 307 600 370

指

61.67 現状

標 単

19 生活保護費給付事

位

務 重無 34004 生活

現

保護費支給率（実際支

況

給した世帯／支給すべ

値

き世帯） ％ 100 10

目

0 100 100 結合

標値

20 生活一時資金

実

貸付基金制度未償還金

績

の回収事務 重無 340

値

04 未償還金の回収率

達

％ 6 10 6 60 結合

成率

21 中国残留邦人

(

生活支援給付事務 重無

％

34004 中国生活支

)

援費支給世帯数（実際

評

支給した世帯／支給す

価

べき世帯 世帯 4 4 4 1

該

00 結合

当

22 社

コ

会を明るくする運動 重

ー

４ 52302 啓発活動

ド

情報提供者数 人 500 500 500 100 結合

23 原爆被爆平和記念式典の開催と平和の記念碑の維持管理 重無 00000 祈念式典参加者数 人 60 100 60 60 結合

24 行旅死亡人の取扱い 重無 00000 行旅死亡人等の親族等引

1

取り率 ％ 20 100 1

1

00 100 現状

根戸

25 自殺対策事業の進

福

行管理 重無 34004

祉

研修会等に参加して、

セ

自殺予防（対策）に関



しく自立した生活ができるように、「第３期障害者プラン（障害 性を対象に、風しん抗体検査及び風しん予防接種を実施しました。医療
者計画・障害福祉計画）」に基づく事業を推進します。特に、ＮＰＯ法人や社会福祉法人等の関係機関と連携し、障 施策では、休日診療所の適切な運営、二次救急医療体制や小児救急受入
害者の日中活動の場及び生活の場の拡充に向けた取り組みを推進します。また、相談支援体制の更なる強化・充実を れなど救急医療体制の維持確保を図りました。また、災害時医療救護活
図ります。 動推進のため、救護所に循環備蓄を配備しました。
〇高齢者施策は、高齢になっても住み慣れた地域で安心して暮らせるように、「第８期介護保険事業計画・第９次高
齢者保健福祉計画」に基づく事業を推進します。また、高齢者がその有する能力に応じて自立した生活ができるよう

部の運営方針に対する部全体の総合評価
、在宅医療と介護の連携、認知症対策、健康寿命延伸施策を推進し、日常生活の支援が包括的に確保される地域包括
ケア体制の充実を図ります。さらに、地域住民をはじめとする多様な主体がつながり、活動する地域共生の取組を推 ・新型コロナウイルス感染症の拡大防止に備えた対応を、国、県の基本
進します。

様

的対処方針に沿って行

式

ってきました。
〇国民

第

健康保険事業は、被保

１

険者が必要な医療を安

号

心して受けられるよう

部

に健全運営を目指し、

の

保険税収納率の向上 ・

運

各課での施策、事業の

営

実施にあたっては、コ

方

ロナ感染症対応を優先

針

し
に取り組むとともに

・

医療費の適正化に努め

課

ます。特に、「第２期

の

データヘルス計画」に

目

基づいた保健事業を推

標

進し、 て行うことによ

設

り、中止や縮小といっ

定

た対応をせざるを得な

書

い状況とな
被保険者の

(

健康増進に努めます。

令

また、国民健康保険の

和

広域化については、引

 

き続き、保険者である

3

県と連携し円滑 ってし

年

まいましたが、可能な

度

限り部の運営方針に沿

)

った対応を行ってき
な

部

運用を図っていきます

コ

。 ました。
〇生活困窮

ー

者施策は、生活困窮者

ド

自立支援法に基づき、

0

生活困窮者への相談支

5

援に取り組むことを継

部

続します。また
、生活

　

保護受給者への自立等

名

の支援についても引き

健

続き、関係機関と連携

康

し取り組みます。
〇高

福

齢者支援課、国保年金

祉

課、健康づくり支援課

部

の三課連携により、高

部

齢者の保健事業と介護

長

予防の一体的な取組を

名

推進し、健康寿命の延

三

伸を図ることで、高齢

澤

者が生き生きと暮らす

　

まちを目指します。
〇

直

国民健康保険税及び後

洋

期高齢者医療保険料、

１

介護保険料の口座振替

．

手続きの電子化を図り

部

、利便性の向上に努め

の

ま
す。

課コード 03 課

運

　名 健康づくり支援課

営

課長名 根本　久美子

２

方

．課の目標（部の運営

針

方針を受けて課の取組

(

方針を記入） 部の運営

予

方針に対する課の目標

算

への取組結果

・「第２

編

次心も身体も健康プラ

成

ン」に基づき、健康づ

・

くり、食育、歯と口腔

実

の健康づくりを一体的

施

に推進します。 〇第２

計

次心も身体も健康プラ

画

ンの中間評価に基づき

策

、生活習慣の改善や
・

定

健康寿命を延ばすため

方

に、病気の原因となる

針

危険因子を予防・改善

な

する「一次予防」を最

ど

も重要な取り組みとし

を

て 疾病予防等の一次予

踏

防を重点的に取り組ん

ま

でいきます。
位置づけ

え

、より多くの市民に健

て

康に関する啓発を図り

、

ます。　 〇特定健診受

基

診率向上に向け、市独

本

自の検査や未受診者へ

計

の受診勧奨を
・特定健

画

診の受診率の向上に努

の

めると共に、特定保健

分

指導の実施率の向上を

野

図ります。併せて健康

別

増進法に基づくが 実施

計

しました。ちば電子申

画

請サービスシステムを

や

利用した受診申込の継

重

ん検診の受診体制やポ

点

ピュレーションアプロ

ﾌ

ーチを充実させます。

ﾟ

続、申込時の希望日受

ﾛ

付など受診しやすい体

ｼ

制に取り組みました。

ﾞ

特定
・母子保健事業は

ｪ

、生後４か月までの新

ｸ

生児・乳児全戸訪問や

ﾄ

産後のケア等を推進す

、

るとともに、関係機関

所

との連携 保健指導の実

管

施率向上に向けて利用

に

勧奨を行いました。
を

係

密にし、妊娠から出産

る

、子育てまでの切れ目

部

ない支援を図ります。

の

〇歯と口腔の健康づく

運

りの推進のため、６０

営

２４歯科健康診査を実

方

施し
・救急医療体制は

針

、市内救急病院及びＪ

に

Ａとりで総合医療セン

対

ターと協定を結び、休

す

日・夜間の救急医療体

る

制の充実 ました。幼児

課

のむし歯を予防し健や

の

かな成長を促すととも

目

に、歯科保健
を図りま

標

す。また、初期的な診

へ

療が受けられる休日診

の

療所を適切に運営しま

取

す。 の意識向上を目的

組

に、フッ素洗口事業を

結

保育園・幼稚園・子ど

果

も園の１
・予防接種の

　

接種率向上をめざしま

　

す。さらに、インフル

分

エンザ等の感染症の予

野

防啓発を徹底します。

別

６園で実施しました。

基

・狂犬病予防の見地か

本

ら、畜犬登録を推進し

計

ます。 〇母子保健事業

画

は、産婦健診を実施し

の

、産後ケアに繋げるな

目

ど妊娠期か
・専用水道

標

等の管理等について、

を

安全で衛生的な水が安

考

定して供給できるよう

慮

設置者に指導を行いま

し

す。 ら子育て期への切

て

れ目ない支援を実施し

、

ました。妊婦健診、生

部

後４か月
までの新生児

の

等全戸訪問、幼児の集

目

団健診等を実施しまし

標

た。
〇医療体制では、

を

小児救急や休日夜間の

達

救急医療の２次救急患

成

者の受入
先を３６５日

す

確保し、三師会の協力

る

のもと日祝祭日・年末

た

年始に休日診
療所を運

め

営できたことにより、

の

市民が身近な地域で受

方

診できる体制を提
供し

針

ました。災害時医療救

を

護活動推進のため市内

記

救護所に備蓄医薬品等

入

を配備し、初動体制の

)

充実・強化を図りまし

◎

た。
〇小児インフルエ

第

ンザ予防接種等、任意

三

予防接種費用の一部を

次

助成し、
発病・重症化

基

予防を図りました。風

本

しん患者数増加により

計

、公的な予防
接種をう

画

ける機会がなかった年

の

代の男性を対象に、風

重

しん抗体検査及び
風し

点

ん予防接種を実施しま

施

した。
〇畜犬登録にお

策

いて、獣医師会と協力

「

し、未接種の飼い主に

誰

勧奨を行い
接種率を高

も

めることで狂犬病の予

が

防を図りました。
〇専

生

用水道の管理について

涯

、安全で衛生的な水が

を

安定して供給できるよ

と

う全ての専用水道設置

お

者に立入検査、指導等

し

を行いました。
〇新型

て

コロナウイルス感染症

、

拡大を防止し、市民の

健

生命及び健康を守る
た

康

め、予防接種法の臨時

で

接種の特例に基づく新

自

型コロナウイルスワク

立

チ
ン接種体制を整備し

し

、予防接種を実施しま

た

した。検査体制支援に

生

より医
療体制を整備し

活

、自宅療養者支援のた

を

め食料配送等を実施し

安

ました。

３．課の目標

心

を達成する上での課題

し

と対応（人員の配置、

て

組織のあり方など）

市

お

民の健康寿命延伸に向

く

けた計画推進はもとよ

れ

り、市民から寄せられ

る

る複雑な相談に対する

ま

対応、権限移譲事務、

ち

法
定外の接種を含めた

づ

予防接種の複雑化など

く

事務量が増加している

り

。さらには、マイナン

」

バー制度への対応や国

を

保デー
タヘルス計画等

推

推進への協力など職員

進

の負担が増している。

健

このことから専門職（

康

保健師）の増員検討は

施

、重要な課
題である。

策

同時に職員の健康管理

で

については、一層配慮

は

しなければならない。

、

さらに、育児短縮勤務

「

等の職員が多く
配置さ

第

れていることから、引

２

き続き効率的、効果的

次

に事業を推進していく

心

ことも課題である。

４

も

．原因分析・改善策

（

身

課長） （部長）

５．課

体

の目標を達成するため

も

に取り組む事務事業

事

健

務事業名（個別事業）

康

重プ 施策 指標 単位 現況

プ

値 目標値 実績値 達成率

ラ

(％) 評価該当 コード

ン

1 ４か月児相談 重４ 3

」

1104 育児不安の軽

の

減・解消率 ％ 99.6

中

100 99.6 99.

間

6 結合

2 しあわせママ

評

パパ学級 重４ 3110

価

4 妊娠・出産・育児に

の

関する知識を高めた人

結

の割合 ％ 98.8 10

果

0 98.8 98.8 結

を

合

3 子育て相談（心理

踏

相談） 重４ 31104

す

育児不安の軽減・解消

る

率 ％ 100 100 10

た

0 100 結合

4 後期離

め

乳食教室 重４ 3110

、

4 離乳食に関する知識

新

を得た人の割合 ％ 10

た

0 100 98.5 98

に

.5 結合

5 新生児・妊

策

産婦等訪問指導事業 重

定

４ 31104 訪問希望

し

者への訪問率 ％ 100

た

100 100 100 結

「

合

6 母子健康手帳の交

第

付 重４ 31104 妊娠

６

早期（妊娠周期11週

次

まで）交付率 ％ 91.

健

5 93 94.2 101

康

.29 結合

7 育児相談

福

重４ 31104 育児不

祉

安の軽減・解消率 ％ 1

総

00 98 100 102

合

.04 結合

8 離乳食教

計

室 重４ 31104 離乳

画

食に関する知識を得た

」

人の割合 ％ 100 10

及

0 100 100 結合

9

び

予防接種事業 重無 31

各

102 接種率 ％ 95.

部

9 98 95.9 97.

門

86 結合

10 高齢者イ

の

ンフルエンザ等予防接

計

種 重無 31102 高齢

画

者インフルエンザ接種

に

率 ％ 46.7 48 52

基

.3 108.96 結合

づき、施策や事業に取り組みます。 まえ、健康づくりの推進に取り組みました。特定健診やがん検診では、
〇地域で支え合う福祉コミュニティづくりのための地域福祉施策は、「成年後見制度利用促進基本計画」及び「自殺 引き続き市独自の検査や未受診者の勧奨を行い、受診率向上に向けて取
対策計画」に基づき、権利擁護や自殺対策、孤立死対策に引き続き取り組みます。 り組みました。母子保健においては、妊娠・出産・子育てへの切れ目な
〇健康・医療施策は、生涯を健康に過ごすために、健康づくり・食育・歯と口腔の各種計画を統合した「第２次心も い支援に努め、予防接種においても任意接種への一部費用助成を継続し
身体も健康プラン」に基づく各種事業を推進します。特に、病気の原因となる危険因子の一次予防を重要な取り組み て実施し、子育て世代の経済的負担の軽減と感染症の予防に努めました
として位置付け、「自ら取り組む、みんなで続ける健康づくり」を基本理念とし、健康寿命を延ばすことができる支 。
援事業を推進します。医療施策については、いつでも身近に医療を受けられる体制の整備充実に向けて、引き続き取 また、風しんの患者数が増加しており、公的な予防接種を受ける機会が
り組みます。 なかった昭和３７年４月２日から昭和５４年４月１日の間に生まれた男
〇障害者施策は、障害者が住み慣れた地域で自分ら



児

重４ 31104 受診率

健

％ 73.5 76 66 8

康

6.84 結合

診

2

査

9 ５歳児健康診査 重４

重

31104 受診率 ％ 7

４

4.1 76 74.1 9

3

7.5 結合

1

30

1

６０２４歯科健診 重５

0

31101 行動変容率

4

％ 68.4 60 56.

受

3 93.83 結合

診率

31 健康づくり推進

％

員及び食生活改善推進

7

員活動の充実 重５ 31

7

103 健康づくり推進

.

員啓発活動延べ人数 人

4

102 150 0 0 結合

93

32 健康フェア

7

重５ 31103 健康へ

7

の意識を高めた人の割

.

合 ％ 96 95 0 0 結合

4 8

33 市民団体・

3

自主活動支援（一般健

.

康教育・出前講座・地

2

域活動支援 重５ 311

3

03 満足度 ％ 100 1

結

00 100 100 結合

合

34 市民歯科健診・親子歯科相談 重５ 31103 受診者数・相談者数 人 178 250 0 0 結合

35 第２次心も身体も健康プランの推進 重５ 31103 計画に位置づけた目標を達成・改善した事業の割合 ％ 32.9 37 38.6 104.32 現状

1

36

2

訪問活動 重５ 3110

３

3 訪問希望者への訪問

歳

率 ％ 100 100 10

児

0 100 結合

健

3

康

7 特定疾病療養者援助

診

金支給事業 重５ 311

査

03 援助金支給人数 人

重

0 250 161 64.

４

4 結合

3

38 電話

1

・来所相談 重５ 311

1

03 電話・来所相談対

0

象者に対する実施率 ％

4

100 100 100 1

受

00 結合

診

39 ６

率

０２４運動普及啓発活

％

動 重５ 31103 歯科

7

保健・口腔衛生の理解

2

度 ％ 75.8 85 81

.

.9 96.35 結合

5 9

40 休日診療所の

2

運営 重３ 31201 休

7

日診療所利用者を適切

2

に診療した割合 % 10

.

0 100 100 100

5

結合

7

41 小児救

8

急医療整備事業 重３ 3

.

1201 苦情なく受診

8

できた割合（受診件数

５

結

-苦情件数）/受診件

合

数 % 100 100 100 100 結合

42 第二次救急医療整備事業 重３ 31201 苦情なく受診できた割合（受診件数－苦情件数/受診件数） ％ 100 100 100 100 結

．

合

43 産後ケア事業 重４ 31104 利用者満足度 ％ 98.6 100 100 100 結

1

合

3

44 狂犬病予

乳

防接種事業 重無 311

が

02 狂犬病予防接種率

ん

％ 80.2 81 78.

課

検

6 97.04 結合

診 重

45 手賀沼ふれあい

５

ウオーク 重５ 3110

3

3 参加人数 人 326 3

1

50 0 0 結合

1

4

0

6 保健センターの運営

1

重３ 31201 適切に

受

開所された日数 日 27

の

診

5 275 275 100

率

結合

％

47 ホール

1

ボディカウンタ測定及

6

び甲状腺検査費用助成

1

事業 重無 12201 健

9

康への影響に対する不

.

安の軽減ができた者の

2

割合 % 75 80 75 9

1

3.75 結合

目

3

4

.

8 専用水道・簡易専用

4

水道・小規模水道の管

6

理等指導事業 重３ 62

9

301 基準を満たして

.

いる専用水道施設の割

7

合 % 100 100 10

9

0 100 現状

結

4

合

9 特定不妊治療費の助

標

成 重４ 31104 特定不妊治療費助成件数 件 116 120 151 125.83 結合

50 我孫子市脳ドック事業 重５ 31103 受診者数 人 842 900 965 107.22 結合

を

51 フッ素洗口事業 重４ 31104 実施者数（希望者数）

1

人 433 460 414

4

90 結合

健

52 小

康

児等任意予防接種費用

管

助成事業 重無 3110

理

2 小児インフルエンザ

シ

接種率 件 52.3 52

達

ス

.5 45.6 86.8

テ

6 結合

ム開発・運営 重５

成

31101 母子・成人

す

事業における職員のシ

る

ステム利用における満

た

足度 ％ 83.2 95 8

め

6.5 91.05 結合

に取

15 前立腺がん

り

検診 重５ 31101 受

組

診率　　 ％ 12.1 1

む

5.4 10.7 69.

事

48 結合

務

16 口

事

腔がん検診 重５ 311

業

01 受診者数 人 297

事

300 0 0 結合

務事

17 大腸がん検診 重５

業

31101 受診率 ％ 1

名

0.2 12.9 9.9

（

76.74 結合

個別

18 妊婦・乳児健康診

事

査等 重４ 31104 受

業

診率 ％ 94.4 94.

）

5 92.3 97.67

重

結合

施

19 妊婦歯

施

科健康診査 重４ 311

策

04 受診者数 人 94 1

指

20 83 69.17 結

標

合

単

20 子宮頸が

位

ん検診 重５ 31101

現

受診率 ％ 16.2 16

況

.5 10.9 66.0

値

6 結合

目

21 学生

標

指導 重４ 31104 保

値

健行政の取り組みに対

実

する理解度 ％ 100 1

績

00 100 100 結合

値 達

22 特定健診・

成

特定保健指導等事業 重

率

５ 31101 特定健診

(

の受診率 ％ 35.7 4

％

8 34.3 71.46

)

結合

評

23 結核・

価

肺がん検診 重５ 311

該

01 受診率 ％ 13.9

当

17.9 6.5 36.

コ

31 結合

ー

24 肝

ド

炎ウイルス検診 重５ 31101 受診率 ％ 3.5 5.4 5.3 98.15 結合

25 肺がん検診 重５ 31101 受診率 ％ 2.2 5.8 1.5 25.86 結合

26 胃がん検診 重５ 31101 受診率 ％ 3.2 6.2 2.5 40.32 結合

11

27 骨粗しょう症検

１

診 重５ 31101 受診

歳

率 ％ 4.9 6 5.1 8

６

5 結合

か

28 ２歳

月

８か月児歯科健康診査



域で安心して暮らせるように、「第８期介護保険事業計画・第９次高
齢者保健福祉計画」に基づく事業を推進します。また、高齢者がその有する能力に応じて自立した生活ができるよう

部の運営方針に対する部全体の総合評価
、在宅医療と介護の連携、認知症対策、健康寿命延伸施策を推進し、日常生活の支援が包括的に確保される地域包括
ケア体制の充実を図ります。さらに、地域住民をはじめとする多様な主体がつながり、活動する地域共生の取組を推 ・新型コロナウイルス感染症の拡大防止に備えた対応を、国、県の基本
進します。 的対処方針に沿って行ってきました。
〇国民健康保険事業は、被保険者が必要な医療を安心して受けられるように健全運営を目指し、保険税収納率の向上 ・各課での施策、事業の実施にあたっては、コロナ感染症対応を優先し
に取り組むとともに医療費の適正化に努めます。特に、「第２期データヘルス計画」に基づいた保健事業を推進し、 て行うことにより、中止や縮小といった対応をせざるを得ない状況とな
被保険者の健康増進に努めます。また、国民健康保険の広域化については、引き続き、保険者である県と連携し円滑 ってしまいましたが、可能な限り部の運営方針に沿った対応を行ってき
な運用を図っていき

様

ます。 ました。
〇生活

式

困窮者施策は、生活困

第

窮者自立支援法に基づ

１

き、生活困窮者への相

号

談支援に取り組むこと

部

を継続します。また
、

の

生活保護受給者への自

運

立等の支援についても

営

引き続き、関係機関と

方

連携し取り組みます。

針

〇高齢者支援課、国保

・

年金課、健康づくり支

課

援課の三課連携により

の

、高齢者の保健事業と

目

介護予防の一体的な取

標

組を
推進し、健康寿命

設

の延伸を図ることで、

定

高齢者が生き生きと暮

書

らすまちを目指します

(

。
〇国民健康保険税及

令

び後期高齢者医療保険

和

料、介護保険料の口座

 

振替手続きの電子化を

3

図り、利便性の向上に

年

努めま
す。

課コード 0

度

4 課　名 障害福祉支援

)

課 課長名 小池　斉

２．

部

課の目標（部の運営方

コ

針を受けて課の取組方

ー

針を記入） 部の運営方

ド

針に対する課の目標へ

0

の取組結果

・障害があ

5

っても、住み慣れた地

部

域で自分らしく、安心

　

して暮らし続けること

名

ができるよう、福祉部

健

門の基本方針を 増加す

康

る精神障害者の日中活

福

動の場と就労支援の充

祉

実を図るため、地域
定

部

めた「第6次健康福祉

部

総合計画」に基づいて

長

施策や事業を着実に実

名

施していきます。 活動

三

支援センターを運営し

澤

ている法人に対し、施

　

設整備補助金を交付し

直

・令和3年度から新た

洋

に策定した、障害者の

１

ための施策に関する基

．

本的な事項を定めた「

部

第3期我孫子市障害者

の

プラン 就労継続支援B

運

型事業へ移行し、より

営

多くの利用者を受け入

方

れることが
」(障害者

針

基本法に基づく障害者

(

計画と障害者総合支援

予

法に基づく第6期障害

算

福祉計画を一体的に策

編

定した計画）に基 でき

成

るようになりました。

・

また、民間事業所では

実

受け入れが困難な重度

施

づき、施策や事業を推

計

進していきます。 ・重

画

複利用者を引き続きあ

策

らき園で受け入れがで

定

きるように、老朽化し

方

・身近できめ細かな相

針

談支援を行うため、市

な

内5カ所の民間相談支

ど

援事業所と、より緊密

を

な連携を図り、相談支

踏

援サ た施設の屋根と外

ま

壁の改修工事を実施し

え

ました。
ービスを一層

て

充実させていきます。

、

・障害のある方が地域

基

で活き活きとした生活

本

を送ることができるよ

計

う、引き続き、社会福

画

祉法人やＮＰＯ法人等

の

の民
間団体との協力体

分

制により、日中活動の

野

場や生活の場の確保と

別

充実に努めます。特に

計

障害を持つ方を介護す

画

る者の高
齢化に伴い、

や

グループホームの施設

重

整備をするための支援

点

を充実していきます。

ﾌ

・指定の権限移譲を受

ﾟ

けた居宅介護、共同生

ﾛ

活援助、短期入所等の

ｼ

事業所について、専門

ﾞ

的・技術的支援を行う

ｪ

とと
もに、安定的な運

ｸ

営が継続できるよう支

ﾄ

援していきます。
・障

、

害者の成年後見制度利

所

用促進にむけた取り組

管

みを行い、権利擁護事

に

業の推進を図ります。

係

３．課の目標を達成す

る

る上での課題と対応（

部

人員の配置、組織のあ

の

り方など）

・障害者の

運

増加や、多様化、複雑

営

化、専門化する相談に

方

対し、より身近な地域

針

でいつでも相談できる

に

体制を確立して
いく必

対

要があることから、民

す

間の相談支援事業所と

る

連携をより一層充実し

課

ていきます。
・施設整

の

備では、厳しい財政状

目

況から、社会福祉法人

標

やＮＰＯ法人などの民

へ

間活力を導入する必要

の

があるため、民間
と行

取

政との連携を図ると共

組

に財政的な支援を行い

結

ます。

４．原因分析・

果

改善策

（課長） （部長

　

）
令和3年度には、地

　

域相談支援事業の委託

分

料を増額し、まちかど

野

相談室の充実を図りま

別

したが、 一般就労を希

基

望する障害者数の増加

本

が続いているため、市

計

において障害者をより

画

多く雇用するこ
相談件

の

数の増加が続いており

目

、相談員の負担が継続

標

しています。相談支援

を

体制の充実について、

考

とができるような施策

慮

を検討します。
自立支

し

援協議会の意見を聴取

て

し、今後の方針につい

、

て検討していきます。

部

５．課の目標を達成す

の

るために取り組む事務

目

事業

事務事業名（個別

標

事業） 重プ 施策 指標 単

を

位 現況値 目標値 実績値

達

達成率(％) 評価該当

成

コード

1 グループホー

す

ム等入居者家賃の助成

る

重５ 33302 家賃助

た

成者／グループホーム

め

・生活ホーム入居（家

の

賃助成対象） ％ 100

方

100 100 100 結

針

合

2 コミュニケーショ

を

ン支援事業 重５ 333

記

02 利用者数／利用申

入

請者数 ％ 100 100

)

100 100 結合

3 総

◎

合支援法認定審査会の

第

運営 重５ 33302 適

三

切な審査率（決定件数

次

/申請件数） ％ 100

基

100 100 100 結

本

合

4 障害者手帳等の交

計

付事務 重５ 33302

画

適正な事務処理（進達

の

数／申請者数） ％ 10

重

0 100 100 100

点

結合

5 心身障害者扶養

施

年金事務 重５ 3330

策

2 事務処理率（事務処

「

理件数／処理すべき事

誰

務数） ％ 100 100

も

100 100 結合

6 心

が

身障害者通所交通費の

生

助成 重５ 33302 対

涯

象者への助成率（交通

を

費助成者数／交通費助

と

成対象者数） ％ 100

お

100 100 100 結

し

合

7 心身障害者（児）

て

一時介護料の助成 重５

、

33302 一時介護助

健

成利用者数 人 40 41

康

17 41.46 結合

8

で

障害児者一時支援事業

自

重５ 33302 一時支

立

援事業の年間実利用人

し

数 人 143 140 14

た

3 102.14 結合

9

生

権限移譲に伴う障害福

活

祉サービス事業者指定

を

事務 重５ 33302 事

安

業者実地指導件数 件 1

心

6 16 16 100 結合

し

10 特別児童扶養手当

て

法定受託事務 重５ 33

お

302 事務処理率（事

く

務処理件数／処理すべ

れ

き事務数） ％ 100 1

る

00 100 100 結合

まちづくり」を推進 第3期障害者プランに基づき施策を推進しました。障害者の日中活動の
するため、新たに策定した「第６次健康福祉総合計画」及び各部門の計画に基づき、施策や事業に取り組みます。 場の充実のため、地域活動支援センターから就労継続支援への移行を促
〇地域で支え合う福祉コミュニティづくりのための地域福祉施策は、「成年後見制度利用促進基本計画」及び「自殺 進しました。また、あらき園の老朽化対策として改修工事を実施しまし
対策計画」に基づき、権利擁護や自殺対策、孤立死対策に引き続き取り組みます。 た。
〇健康・医療施策は、生涯を健康に過ごすために、健康づくり・食育・歯と口腔の各種計画を統合した「第２次心も
身体も健康プラン」に基づく各種事業を推進します。特に、病気の原因となる危険因子の一次予防を重要な取り組み
として位置付け、「自ら取り組む、みんなで続ける健康づくり」を基本理念とし、健康寿命を延ばすことができる支
援事業を推進します。医療施策については、いつでも身近に医療を受けられる体制の整備充実に向けて、引き続き取
り組みます。
〇障害者施策は、障害者が住み慣れた地域で自分らしく自立した生活ができるように、「第３期障害者プラン（障害
者計画・障害福祉計画）」に基づく事業を推進します。特に、ＮＰＯ法人や社会福祉法人等の関係機関と連携し、障
害者の日中活動の場及び生活の場の拡充に向けた取り組みを推進します。また、相談支援体制の更なる強化・充実を
図ります。
〇高齢者施策は、高齢になっても住み慣れた地



ス

支援体制の強化 重無 3

支

3301 民間相談支援

援

事業所（地域相談事業

事

所）の相談件数 件 25

業

,296 18,500

重

25,296 136.

５

74 結合

3

25 障

3

害者支援施設等の整備

3

・充実 重５ 33302

0

障害者支援施設利用者

2

数/障害福祉計画にお

申

ける利用者数 ％ 100

請

100 100 100 結

者

合

の

26 障害者就

利

労施設等からの物品等

用

の調達方針の策定・推

度

進 重５ 33302 方針

（

に定めた調達目標額の

サ

達成割合（実績額/目

ー

標額） ％ 100 100

ビ

100 100 結合

ス利

27 新型コロナウイ

用

ルス感染症への対策事

者

業 重３ 70402 申請

数

に対する決定率 ％ 0 1

／

00 100 100 結合

申請者数） ％ 100 100 100 100 結合

12 福祉タクシー乗車料金の助成 重５ 3

５

3302 タクシー券交

．

付人数 人 865 1,0

課

10 865 85.64

の

結合

目

13 福祉手

標

当の給付（国） 重５ 3

を

3302 対象者への支

達

給率（手当支給者数／

成

手当支給対象者数） ％

す

100 100 100 1

る

00 結合

た

14 福

め

祉手当の給付（市） 重

に

５ 33302 対象者へ

取

の支給率（手当支給者

り

数／手当支給対象者数

組

） ％ 100 100 10

む

0 100 結合

事

1

務

5 障害者プランの策定

事

・推進 重５ 33302

業

計画の数値の達成率 ％

事

100 100 100 1

務

00 現状

事

16 自

業

動車改造及び運転免許

名

取得への支援 重５ 33

（

302 適切な助成費支

個

給事務（助成者数／申

別

請者数） ％ 100 10

事

0 100 100 結合

業）

17 障害者自立支

重

援給付事務 重５ 333

施

02 適切な福祉サービ

施

ス支給事務（利用者数

策

／申請者数） ％ 100

指

100 100 100 結

標

合

単

18 視覚障害

位

者マッサージ師の派遣

現

重５ 33302 視覚障

況

害者マッサージ師の人

値

数 人 4 6 4 66.67

目

結合

標

19 重度障

値

害者（児）医療費の助

実

成 重５ 33302 重度

績

障害者（児）医療費給

値

付者数／重度障害者（

達

児）医療費申請 ％ 10

成

0 100 100 100

率

結合

(

20 障害者

％

住宅改造費の助成 重５

)

33302 適正な支払

評

事務（支払額/請求額

価

） ％ 100 100 0 0

該

結合

当

21 障害者

コ

移動支援事業 重５ 33

ー

302 移動支援事業利

ド

用者数 人 250 275 213 77.45 結合

22 障害福祉サービス相談支援事業 重無 33301 来所相談・電話相談・家庭訪問等の件数 件 18,910 30,000 18,910 63.03 結合

23 補装具・日常生活用具給付事業 重

1

５ 33302 補装具・

1

日常生活用具給付者数

在

／補装具・日常生活用

宅

具申請者数 % 100 1

サ

00 100 100 結合

ービ

24 障害者相談



域で安心して暮らせるように、「第８期介護保険事業計画・第９次高
齢者保健福祉計画」に基づく事業を推進します。また、高齢者がその有する能力に応じて自立した生活ができるよう

部の運営方針に対する部全体の総合評価
、在宅医療と介護の連携、認知症対策、健康寿命延伸施策を推進し、日常生活の支援が包括的に確保される地域包括
ケア体制の充実を図ります。さらに、地域住民をはじめとする多様な主体がつながり、活動する地域共生の取組を推 ・新型コロナウイルス感染症の拡大防止に備えた対応を、国、県の基本
進します。 的対処方針に沿って行ってきました。
〇国民健康保険事業は、被保険者が必要な医療を安心して受けられるように健全運営を目指し、保険税収納率の向上 ・各課での施策、事業の実施にあたっては、コロナ感染症対応を優先し
に取り組むとともに医療費の適正化に努めます。特に、「第２期データヘルス計画」に基づいた保健事業を推進し、 て行うことにより、中止や縮小といった対応をせざるを得ない状況とな
被保険者の健康増進に努めます。また、国民健康保険の広域化については、引き続き、保険者である県と連携し円滑 ってしまいましたが、可能な限り部の運営方針に沿った対応を行ってき
な運用を図っていき

様

ます。 ました。
〇生活

式

困窮者施策は、生活困

第

窮者自立支援法に基づ

１

き、生活困窮者への相

号

談支援に取り組むこと

部

を継続します。また
、

の

生活保護受給者への自

運

立等の支援についても

営

引き続き、関係機関と

方

連携し取り組みます。

針

〇高齢者支援課、国保

・

年金課、健康づくり支

課

援課の三課連携により

の

、高齢者の保健事業と

目

介護予防の一体的な取

標

組を
推進し、健康寿命

設

の延伸を図ることで、

定

高齢者が生き生きと暮

書

らすまちを目指します

(

。
〇国民健康保険税及

令

び後期高齢者医療保険

和

料、介護保険料の口座

 

振替手続きの電子化を

3

図り、利便性の向上に

年

努めま
す。

課コード 0

度

5 課　名 あらき園 課長

)

名 竹井　智人

２．課の

部

目標（部の運営方針を

コ

受けて課の取組方針を

ー

記入） 部の運営方針に

ド

対する課の目標への取

0

組結果

あらき園では、

5

障害者の日中活動の場

部

として日常生活におい

　

て常時介護が必要な方

名

に対し食事や排せつの

健

支援やその 利用者個々

康

の障害特性を配慮し、

福

安定して過ごせるよう

祉

サービスの提供
他、機

部

能訓練、体力づくり、

部

創作的活動、季節に合

長

わせた行事、各種の余

名

暇活動などの支援を行

三

なう生活介護事業を を

澤

行いました。
継続して

　

実施していきます。 サ

直

ービスの提供にあたっ

洋

ては、個々のニーズを

１

くみ取れるよう家庭や

．

相
また、利用者への個

部

別支援計画作成とサー

の

ビス提供については、

運

個々のニーズを汲み取

営

り地域で安心して生活

方

ができ 談支援事業者、

針

サービス提供事業者と

(

連携し、情報の共有や

予

共通の支援
るよう家族

算

や相談支援事業者や他

編

サービス提供機関と連

成

携して情報の共有なら

・

びに共通の支援提供に

実

努めます。 提供を行い

施

ました。
市で推進する

計

地域生活支援拠点事業

画

においては、必要項目

策

として「専門的人材の

定

確保・養成」とあり、

方

あらき園では 基幹施設

針

として、他のサービス

な

提供機関に対して状況

ど

に応じたサービス
スー

を

パーバイザーによる質

踏

の高い支援技法の助言

ま

・指導を受けています

え

。市内のどの福祉サー

て

ビス事業所でも質の高

、

の連携、情報提供を行

基

いました。障害者の摂

本

食嚥下支援の更なる向

計

上に
いサービスが提供

画

できるように専門職員

の

を派遣し、技術的支援

分

を行うことで基幹施設

野

としての役割を担いま

別

す。 向けて、社会福祉

計

事業基金を活用して、

画

保護者や市内障害福祉

や

サービス
我孫子市の障

重

害者支援の基幹施設・

点

重度障害者のセーフテ

ﾌ

ィーネット・災害時の

ﾟ

指定福祉避難所として

ﾛ

の役割を意識 等事業者

ｼ

を対象に、我孫子市歯

ﾞ

科医師会による摂食嚥

ｪ

下障害児者への対
して

ｸ

事業に取り組んでいき

ﾄ

ます。 応に関する講演

、

会を開催しました。

３

所

．課の目標を達成する

管

上での課題と対応（人

に

員の配置、組織のあり

係

方など）

多様化、重度

る

化、重複化、高齢化す

部

る利用者への支援なら

の

びに専門職による他施

運

設への技術支援に対応

営

できるよう、
人員の確

方

保と専門職の確保が必

針

要です。また、市内事

に

業者への技術支援を行

対

う上で、摂食嚥下や行

す

動障害のより専門
的な

る

支援技法を習得してい

課

く必要があります。新

の

規利用者からの医療的

目

ケアのニーズに対応し

標

ていくため、職員体制

へ

を整えておく必要もあ

の

ります。

４．原因分析

取

・改善策

（課長） （部

組

長）
多様化、重度化、

結

重複化、高齢化する利

果

用者への支援ならびに

　

専門職による他施設へ

　

の技術支援 我孫子市の

分

基幹施設として専門職

野

員による民間施設等へ

別

の助言を継続していく

基

ために人員の確保
に対

本

応できるよう、人員の

計

確保と専門職の確保が

画

必要です。また、利用

の

者からの医療的ケアの

目

ニ に努めます。また、

標

施設のの老朽化対策と

を

して改修工事を進めて

考

いきます。
ーズに対応

慮

していくため、職員体

し

制を整えておく必要が

て

あります。
併せて、安

、

全にサービス提供を行

部

うため施設の老朽化に

の

対応し改修する必要が

目

あります。

５．課の目

標

標を達成するために取

を

り組む事務事業

事務事

達

業名（個別事業） 重プ

成

施策 指標 単位 現況値 目

す

標値 実績値 達成率(％

る

) 評価該当 コード

1 利

た

用者の健康管理 重無 3

め

3303 園で実施する

の

健康診断の受診率 ％ 9

方

6 100 98 98 結合

針

2 あらき園の利用者支

を

援 重無 33303 利用

記

者の出席率 ％ 81 10

入

0 81 81 結合

3 利用

)

者送迎の充実 重無 33

◎

303 送迎希望者に対

第

する送迎の実施率 ％ 1

三

00 100 100 10

次

0 結合

4 給食サービス

基

事業の充実 重無 333

本

03 給食提供日数 日 2

計

33 233 232 99

画

.57 結合

5 人材の養

の

成 重無 33303 あら

重

き園で実習，ボランテ

点

ィアを希望し，実施し

施

た人の割合 ％ 11.1

策

100 13 13 結合

6

「

地域との交流（あらき

誰

園祭・バザー参加） 重

も

無 33304 あらき園

が

祭参加者数 人 280 3

生

00 0 0 結合

7 支援職

涯

員の技術の向上 重無 3

を

3303 地域生活支援

と

拠点事業に関する研修

お

会・実地指導・事業所

し

訪問の 回 9 40 9 22

て

.5 結合

8 あらき園利

、

用者参加行事の充実 重

健

無 33303 あらき園

康

利用者の参加率 ％ 77

で

100 50 50 結合

9

自

リスクマネジメント 重

立

無 33303 事故、支

し

援共有シート、防災訓

た

練の検証・検討会の実

生

施率 ％ 100 100 1

活

00 100 結合

10 あ

を

らき園の維持管理 重無

安

33303 施設の維持

心

管理率（修繕・工事実

し

施箇所／必要修繕・工

て

事個所） ％ 100 10

お

0 100 100 結合

くれるまちづくり」を推進 第3期障害者プランに基づき施策を推進しました。障害者の日中活動の
するため、新たに策定した「第６次健康福祉総合計画」及び各部門の計画に基づき、施策や事業に取り組みます。 場の充実のため、地域活動支援センターから就労継続支援への移行を促
〇地域で支え合う福祉コミュニティづくりのための地域福祉施策は、「成年後見制度利用促進基本計画」及び「自殺 進しました。また、あらき園の老朽化対策として改修工事を実施しまし
対策計画」に基づき、権利擁護や自殺対策、孤立死対策に引き続き取り組みます。 た。
〇健康・医療施策は、生涯を健康に過ごすために、健康づくり・食育・歯と口腔の各種計画を統合した「第２次心も
身体も健康プラン」に基づく各種事業を推進します。特に、病気の原因となる危険因子の一次予防を重要な取り組み
として位置付け、「自ら取り組む、みんなで続ける健康づくり」を基本理念とし、健康寿命を延ばすことができる支
援事業を推進します。医療施策については、いつでも身近に医療を受けられる体制の整備充実に向けて、引き続き取
り組みます。
〇障害者施策は、障害者が住み慣れた地域で自分らしく自立した生活ができるように、「第３期障害者プラン（障害
者計画・障害福祉計画）」に基づく事業を推進します。特に、ＮＰＯ法人や社会福祉法人等の関係機関と連携し、障
害者の日中活動の場及び生活の場の拡充に向けた取り組みを推進します。また、相談支援体制の更なる強化・充実を
図ります。
〇高齢者施策は、高齢になっても住み慣れた地



暮らせるように、「第８期介護保険事業計画・第９次高
齢者保健福祉計画」に基づく事業を推進します。また、高齢者がその有する能力に応じて自立した生活ができるよう

部の運営方針に対する部全体の総合評価
、在宅医療と介護の連携、認知症対策、健康寿命延伸施策を推進し、日常生活の支援が包括的に確保される地域包括
ケア体制の充実を図ります。さらに、地域住民をはじめとする多様な主体がつながり、活動する地域共生の取組を推 ・新型コロナウイルス感染症の拡大防止に備えた対応を、国、県の基本
進します。 的対処方針に沿って行ってきました。
〇国民健康保険事業は、被保険者が必要な医療を安心して受けられるように健全運営を目指し、保険税収納率の向上 ・各課での施策、事業の実施にあたっては、コロナ感染症対応を優先し
に取り組むとともに医療費の適正化に努めます。特に、「第２期データヘルス計画」に基づいた保健事業を推進し、 て行うことにより、中止や縮小といった対応をせざるを得ない状況とな
被保険者の健康増進に努めます。また、国民健康保険の広域化については、引き続き、保険者である県と連携し円滑 ってしまいましたが、可能な限り部の運営方針に沿った対応を行ってき
な運用を図っていきます。 ました

様

。
〇生活困窮者施策は

式

、生活困窮者自立支援

第

法に基づき、生活困窮

１

者への相談支援に取り

号

組むことを継続します

部

。また
、生活保護受給

の

者への自立等の支援に

運

ついても引き続き、関

営

係機関と連携し取り組

方

みます。
〇高齢者支援

針

課、国保年金課、健康

・

づくり支援課の三課連

課

携により、高齢者の保

の

健事業と介護予防の一

目

体的な取組を
推進し、

標

健康寿命の延伸を図る

設

ことで、高齢者が生き

定

生きと暮らすまちを目

書

指します。
〇国民健康

(

保険税及び後期高齢者

令

医療保険料、介護保険

和

料の口座振替手続きの

 

電子化を図り、利便性

3

の向上に努めま
す。

課

年

コード 06 課　名 障害

度

者福祉センタ－ 課長名

)

小池　斉

２．課の目標

部

（部の運営方針を受け

コ

て課の取組方針を記入

ー

） 部の運営方針に対す

ド

る課の目標への取組結

0

果

・障害者福祉センタ

5

ーでは、障害のある方

部

が地域で自立した生活

　

が送れるように、利用

名

者の個別支援計画を作

健

成し　 ・地域活動支援

康

センター事業では、感

福

染症対策に努めながら

祉

身体障害、
　て、各種

部

訓練や創作的活動等の

部

地域活動支援センター

長

事業を実施します。 知

名

的障害、精神障害のあ

三

る方々に対して機能訓

澤

練、創作的活動等のサ

　

ー
・基幹機能強化事業

直

では、地域活動支援セ

洋

ンター事業外での訓練

１

実施、民間障害者施設

．

との連携を取りながら

部

専門 ビスを提供しまし

の

た、
　職による技術支

運

援等を行います。 ・公

営

的基幹施設として、民

方

間障害者施設の職員に

針

対してリハビリテーシ

(

・障害のある方の社会

予

参加を促進するため、

算

中途失聴者・難聴者の

編

方やご家族を対象とし

成

た手話講習会の開催、

・

市 ョンに関する技術的

実

支援や相談等を実施す

施

る計画でしたが、新型

計

コロナ
  内の歩行空

画

間や公共施設、公共交

策

通機関等のバリアフリ

定

ー状況に関する市民協

方

働による調査とホーム

針

ページでの ウイルス感

な

染防止のため、回数を

ど

減らして実施しました

を

。また、地域活
  情

踏

報提供、失語のある人

ま

向け意思疎通支援者の

え

派遣等を行います。 動

て

支援センターに通所で

、

きない障害のある方々

基

に通所外の訓練サービ

本

ス
・障害のある人の社

計

会生活力を高めるため

画

、自立訓練（生活訓練

の

）を行います。 を提供

分

しました。
・障害のあ

野

る方々の社会参加を促

別

進するため、失語のあ

計

る人向け意思疎
通支援

画

者派遣事業とホームペ

や

ージによる市内のバリ

重

アフリー情報の提供
を

点

行いました。
・新型コ

ﾌ

ロナウイルス感染拡大

ﾟ

防止のため、手話講習

ﾛ

会、千葉県障害者
スポ

ｼ

ーツ大会等は中止にな

ﾞ

りました。

３．課の目

ｪ

標を達成する上での課

ｸ

題と対応（人員の配置

ﾄ

、組織のあり方など）

、

・知的障害者、精神障

所

害者、重複障害利用者

管

は、介護保険や医療で

に

のリハビリテーション

係

を十分に受けられない

る

ケー
スが多いため、民

部

間の障害者施設との連

の

携を強化し当施設で積

運

極的に受け入れを行っ

営

ていきます。

４．原因

方

分析・改善策

（課長）

針

（部長）
身体障害、知

に

的障害、精神障害のあ

対

る方々への機能訓練、

す

創作的活動等のサービ

る

ス提供は地域生 機能訓

課

練と創作的活動の提供

の

、失語のある人向け意

目

思疎通支援者派遣事業

標

の推進、手話講習会の

へ

活を支えるために必要

の

な事業である。 開催は

取

、部の運営方針に貢献

組

しており、障害者のあ

結

る人々の社会参加の促

果

進を図る上で重要であ

　

る。

５．課の目標を達

　

成するために取り組む

分

事務事業

事務事業名（

野

個別事業） 重プ 施策 指

別

標 単位 現況値 目標値 実

基

績値 達成率(％) 評価

本

該当 コード

1 利用者送

計

迎支援 重無 33303

画

延利用者数 人 9,86

の

4 11,500 6,2

目

35 54.22 結合

2

標

地域活動支援センター

を

事業 重無 33303 地

考

域活動支援センター年

慮

間平均出席率（％） 名

し

80 81 80 98.7

て

7 結合

3 相談事業 重無

、

33303 相談件数 件

部

257 652 257 3

の

9.42 結合

4 障害者

目

（本人及び団体）やボ

標

ランティアに対する支

を

援 重無 33304 活動

達

場所の提供回数 件数 2

成

40 240 240 10

す

0 結合

5 失語のある人

る

向け意思疎通支援者の

た

派遣 重５ 33302 失

め

語のある人向け意思疎

の

通支援者延べ派遣人数

方

（人） 人 217 400

針

217 54.25 結合

を

6 基幹機能強化事業 重

記

無 33303 利用延人

入

数 人 77 65 77 11

)

8.46 結合

7 バリア

◎

フリー情報提供事業 重

第

無 33304 ホームペ

三

ージの年間閲覧件数 件

次

17,786 18,5

基

00 17,786 96

本

.14 結合

8 障害者福

計

祉センターの維持管理

画

重無 33303 施設の

の

維持管理率（修繕実施

重

箇所／必要修繕箇所）

点

％ 100 100 100

施

100 結合

9 障害者ス

策

ポーツ大会 重無 333

「

04 障害者スポーツ大

誰

会の参加者数 人 0 28

も

0 0 結合

10 失語症家

が

族教室 重無 33304

生

失語症家族教室への延

涯

べ参加者数（人） 人 1

を

5 26 15 57.69

と

結合

おして、健康で自立した生活を安心しておくれるまちづくり」を推進 民間障害施設に通所する障害のある方々に対して、各施設と連携を図り
するため、新たに策定した「第６次健康福祉総合計画」及び各部門の計画に基づき、施策や事業に取り組みます。 ながら相談事業、訓練事業、創作的活動等の事業を提供することにより
〇地域で支え合う福祉コミュニティづくりのための地域福祉施策は、「成年後見制度利用促進基本計画」及び「自殺 、障害のある方々の日中活動の拡充を図ることができました。
対策計画」に基づき、権利擁護や自殺対策、孤立死対策に引き続き取り組みます。
〇健康・医療施策は、生涯を健康に過ごすために、健康づくり・食育・歯と口腔の各種計画を統合した「第２次心も
身体も健康プラン」に基づく各種事業を推進します。特に、病気の原因となる危険因子の一次予防を重要な取り組み
として位置付け、「自ら取り組む、みんなで続ける健康づくり」を基本理念とし、健康寿命を延ばすことができる支
援事業を推進します。医療施策については、いつでも身近に医療を受けられる体制の整備充実に向けて、引き続き取
り組みます。
〇障害者施策は、障害者が住み慣れた地域で自分らしく自立した生活ができるように、「第３期障害者プラン（障害
者計画・障害福祉計画）」に基づく事業を推進します。特に、ＮＰＯ法人や社会福祉法人等の関係機関と連携し、障
害者の日中活動の場及び生活の場の拡充に向けた取り組みを推進します。また、相談支援体制の更なる強化・充実を
図ります。
〇高齢者施策は、高齢になっても住み慣れた地域で安心して



・読話講習会 重無 33304 講習会参加実人数 人 0 20 0 0 結合

12 自立訓練（生活訓練）事業 重無 33303 利用者のうち社会生活へ移行した人数

５

名 3 1 3 300 結合

．課の目標を達成するために取り組む事務事業

事務事業名（個別事業） 重施 施策 指標 単位 現況値 目標値 実績値 達成率(％) 評価該当 コード

11 手話講習会



けた取り組みを推進します。また、相談支援体制の更なる強化・充実を
図ります。
〇高齢者施策は、高齢になっても住み慣れた地域で安心して暮らせるように、「第８期介護保険事業計画・第９次高
齢者保健福祉計画」に基づく事業を推進します。また、高齢者がその有する能力に応じて自立した生活ができるよう

部の運営方針に対する部全体の総合評価
、在宅医療と介護の連携、認知症対策、健康寿命延伸施策を推進し、日常生活の支援が包括的に確保される地域包括
ケア体制の充実を図ります。さらに、地域住民をはじめとする多様な主体がつながり、活動する地域共生の取組を推 ・新型コロナウイルス感染症の拡大防止に備えた対応を、国、県の基本
進します。 的対処方針に沿って行ってきました。
〇国民健康保険事業は、被保険者が必要な医療を安心して受けられるように健全運営を目指し、保険税収納率の向上 ・各課での施策、事業の実施にあたっては、コロナ感染症対応を優先し
に取り組むとともに医療費の適正化に努めます。特に、「第２期データヘルス計画」に基づいた保健事業を推進し、 て行うことにより、中止や縮小といった対応をせざるを得ない状況とな
被保険者の健康増進に努めます。また、国民健康保険の広域化については、引

様

き続き、保険者である

式

県と連携し円滑 ってし

第

まいましたが、可能な

１

限り部の運営方針に沿

号

った対応を行ってき
な

部

運用を図っていきます

の

。 ました。
〇生活困窮

運

者施策は、生活困窮者

営

自立支援法に基づき、

方

生活困窮者への相談支

針

援に取り組むことを継

・

続します。また
、生活

課

保護受給者への自立等

の

の支援についても引き

目

続き、関係機関と連携

標

し取り組みます。
〇高

設

齢者支援課、国保年金

定

課、健康づくり支援課

書

の三課連携により、高

(

齢者の保健事業と介護

令

予防の一体的な取組を

和

推進し、健康寿命の延

 

伸を図ることで、高齢

3

者が生き生きと暮らす

年

まちを目指します。
〇

度

国民健康保険税及び後

)

期高齢者医療保険料、

部

介護保険料の口座振替

コ

手続きの電子化を図り

ー

、利便性の向上に努め

ド

ま
す。

課コード 08 課

0

　名 高齢者支援課 課長

5

名 中光　啓子

２．課の

部

目標（部の運営方針を

　

受けて課の取組方針を

名

記入） 部の運営方針に

健

対する課の目標への取

康

組結果

〇第８期介護保

福

険事業計画及び第９次

祉

高齢者保健福祉計画に

部

基づき「地域包括ケア

部

システム」の構築に向

長

けた施策や 高齢者にな

名

っても、住み慣れた地

三

域で自立した生活を安

澤

心して続けるこ
事業を

　

更に推進します。また

直

、国の指針に基づき、

洋

「次期介護保険事業計

１

画及び高齢者保健福祉

．

計画」を策定します と

部

が出来るように、「介

の

護保険事業計画・高齢

運

者保健福祉計画」に基

営

づ
。 き、各事業を推進

方

しました。「地域包括

針

ケアシステム」の構築

(

として在
①医療ニーズ

予

と介護ニーズを併せ持

算

つ高齢者が住み慣れた

編

地域で自分らしい暮ら

成

しを続けることができ

・

るよう、在宅 宅医療と

実

介護の連携、認知症施

施

策や生活支援体制整備

計

の推進に取り組む
医療

画

と介護サービスを一体

策

的に提供するため、訪

定

問診療等の在宅医療の

方

支援体制の構築や在宅

針

医療・介護関係者の研

な

と共に、高齢者の保健

ど

事業と介護予防の一体

を

的実施の取り組みを始

踏

めま
修など、在宅医療

ま

・介護連携推進事業に

え

取り組みます。 した。

て

②高齢者がいつまでも

、

元気に自立した生活が

基

送れるよう、身近な地

本

域で社会参加、生きが

計

いづくりができる場の

画

充実
を図るとともに、

の

介護予防に関する知識

分

の普及啓発を行い高齢

野

者が自ら取り組める介

別

護予防の推進を図りま

計

す。
③市内６ヵ所の高

画

齢者なんでも相談室が

や

十分市民に活用される

重

よう周知を図るととも

点

に、高齢化の進展に伴

ﾌ

う相談件
数の増加に十

ﾟ

分対応できるよう、相

ﾛ

談・運営体制の充実を

ｼ

図ります。また、地域

ﾞ

包括ケアシステムの深

ｪ

化・推進に向
けて中核

ｸ

的な機能を発揮するよ

ﾄ

う支援機能の充実を図

、

っていきます。さらに

所

、地域の様々な資源を

管

生かし関係機関と
連携

に

した高齢者の見守りネ

係

ットワークを推進しま

る

す。
④認知症の人やそ

部

の家族に認知症初期集

の

中支援チームが早期に

運

関わり早期診断、早期

営

対応に向け包括的、集

方

中的に支
援を行います

針

。
⑤要支援者の多様な

に

ニーズに対応するため

対

に、ボランティア、Ｎ

す

ＰＯ、シルバー人材セ

る

ンター等の住民主体に

課

よる多
様な生活支援サ

の

ービスの提供に向けた

目

仕組みづくりを進めま

標

す。

３．課の目標を達

へ

成する上での課題と対

の

応（人員の配置、組織

取

のあり方など）

本課は

組

、介護保険業務全般、

結

認知症高齢者や高齢者

果

虐待など問題を抱える

　

高齢者及びその家族の

　

相談・支援、高齢者
の

分

福祉の向上を図るため

野

の各種施策の実施など

別

高齢者施策全般を担っ

基

ています。こうしたな

本

か、課組織が肥大化す

計

る
とともに個々の業務

画

が細分化され連携した

の

業務執行を難しいもの

目

にしているため、組織

標

のあり方を引き続き検

を

討しま
す。また、地域

考

包括ケアシステムの深

慮

化・推進に向けて様々

し

な仕組みづくりが急務

て

となることから、執行

、

体制につい
ても検討が

部

必要です。

４．原因分

の

析・改善策

（課長） （

目

部長）
後期高齢者の増

標

加に伴い、コロナ禍の

を

おける感染対策をとり

達

つつ工夫しながら今後

成

の事業の推進 計画に基

す

づく事業を推進し、引

る

き続き地域包括ケアシ

た

ステムの充実に取り組

め

むことが重要である
を

の

取り組む必要がある。

方

。

５．課の目標を達成

針

するために取り組む事

を

務事業

事務事業名（個

記

別事業） 重プ 施策 指標

入

単位 現況値 目標値 実績

)

値 達成率(％) 評価該

◎

当 コード

1 介護予防マ

第

ネジメントの管理 重５

三

33202 日常生活機

次

能及び要支援状態の維

基

持、改善者数　/　年

本

間ケアプ ％ 74.3 7

計

5 77.6 103.4

画

7 結合

2 SOSネット

の

ワーク事業 重５ 332

重

01 SOSネットワー

点

ク事業利用者を24時

施

間以内に保護する。 ％

策

100 100 100 1

「

00 結合

3 きらめきデ

誰

イサービスの促進 重無

も

33203 きらめきデ

が

イサービスの1月あた

生

りの利用者数 人 411

涯

427 215 50.3

を

5 結合

4 住宅改造事業

と

の拡大 重５ 33201

お

住宅改造が必要な方へ

し

の助成率 ％ 100 10

て

0 0 0 結合

5 空き店舗

、

を活用した「お休み処

健

」の充実 重無 3320

康

3 １日の平均利用者数

で

人 34 34 0 0 廃止

6

自

高齢社会への対応を探

立

る事業の推進 重無 33

し

203 イベント等への

た

来場者数 人 250 50

生

0 259 51.8 結合

活

7 シルバー人材センタ

を

ーへの支援 重無 332

安

03 シルバー人材セン

心

ターの会員者数 人 66

し

9 784 615 78.

て

44 結合

8 敬老祝金の

お

贈呈 重無 33203 敬

く

老祝金贈呈者数 人 67

れ

1 717 748 104

る

.32 結合

9 老人クラ

ま

ブ活動の充実 重無 33

ち

203 老人クラブ会員

づ

数 人 1,976 2,0

く

10 1,539 76.

り

57 結合

10 老人福祉

」

センターの運営 重無 3

を

3203 年間延べ利用

推

者数 人 10,000 6

進

5,800 11,74

令

0 17.84 結合

和３年度からの３か年計画、第８期介護保険事業計画及び第９次高齢
するため、新たに策定した「第６次健康福祉総合計画」及び各部門の計画に基づき、施策や事業に取り組みます。 者保健福祉計画に基づき各事業を推進しました。コロナ禍において感染
〇地域で支え合う福祉コミュニティづくりのための地域福祉施策は、「成年後見制度利用促進基本計画」及び「自殺 対策をとりつつ介護保険のサービス提供が滞ることなく維持できました
対策計画」に基づき、権利擁護や自殺対策、孤立死対策に引き続き取り組みます。 。外出制限などある中で高齢者なんでも相談室を中心に日常生活の支援
〇健康・医療施策は、生涯を健康に過ごすために、健康づくり・食育・歯と口腔の各種計画を統合した「第２次心も が包括的に確保される地域包括ケア体制の充実を図りました。
身体も健康プラン」に基づく各種事業を推進します。特に、病気の原因となる危険因子の一次予防を重要な取り組み
として位置付け、「自ら取り組む、みんなで続ける健康づくり」を基本理念とし、健康寿命を延ばすことができる支
援事業を推進します。医療施策については、いつでも身近に医療を受けられる体制の整備充実に向けて、引き続き取
り組みます。
〇障害者施策は、障害者が住み慣れた地域で自分らしく自立した生活ができるように、「第３期障害者プラン（障害
者計画・障害福祉計画）」に基づく事業を推進します。特に、ＮＰＯ法人や社会福祉法人等の関係機関と連携し、障
害者の日中活動の場及び生活の場の拡充に向



消

地域ケア会議の開催 重

毒

無 33204 地域包括

サ

ケア会議開催回数 回 1

ー

8 15 18 120 結合

ビス

26 特別養護老

の

人ホーム・養護老人ホ

充

ーム入所措置 重無 33

実

204 老人福祉法第１

重

１条において養護老人

５

ホーム入所措置決定を

3

行う ％ 100 100 1

3

00 100 結合

20

27 認知症早期支援事

1

業 重無 33204 認知

実

症に関する相談受付件

利

数 ％ 704 710 62

用

8 88.45 結合

人数

28 介護保険に関す

人

る苦情・相談窓口 重無

7

33204 相談・苦情

1

でよせられた問題の解

0

決率 ％ 100 100 1

6

00 100 結合

60

29 成年後見制度利用

見

への支援 重無 3320

直

4 市での成年後見申立

し

を必要とする高齢者の制度利用率 ％ 100 100 100 100 現状

30 高齢者虐待防止 重無 33204 虐待相談に対する早期状況確認・対応 ％ 100 100 100 100 結合

31 介護保険サービスの適正化 重無 34001 介護支援適正化ﾊﾟｯｹｰｼﾞに

1

より抽出された疑義の

2

ある給付に対す ％ 80

居

90 80 88.89 結

宅

合

介

32 介護保険

護

賦課徴収 重無 3400

支

1 適切な保険料賦課に

援

よる収納率の向上 ％ 9

助

9 99 99 100 結合

成 重

33 住宅改修費

５

・福祉用具購入費支給

3

重無 34001 適切な

3

申請件数に対する支払

2

率 ％ 100 100 10

0

0 100 結合

1

3

助

4 居宅介護サービス等

成

給付 重無 34001 適

申

切な介護給付の割合 ％

請

100 100 100 1

（

00 結合

請

35 高

求

額介護サービス費等支

）

給 重無 34001 高額

率

介護サービス費等の支

％

給対象に対する支給率

1

% 100 100 100

0

100 結合

0

36

1

介護保険受給資格・管

0

理運営 重無 34001

0

資格付与漏れ・喪失漏

1

れの防止した割合 ％ 1

0

00 100 100 10

0

0 結合

５

1

37 介護

0

認定審査会運営 重無 3

0

4001 一次判定の適

結

正化率 ％ 75 80 94

合

.2 117.75 結合

38 介護認定調査 重無 34001 申請日から14日以内に認定調査を実施した割合

．

％ 75 75 77 102.67 結合

39 地域密着型サービス事業者の指定・指導・監督事務 重無 34001 指導・監査を実施した事業者数 件 0 11 0 0

1

結合

3

40 介護保

課

徘

険事業計画の推進 重無

徊

34001 達成した目

探

標の割合 ％ 100 10

知

0 0 0 結合

シ

41

ス

地域介護予防活動の支

テ

援 重５ 33202 介護

ム

予防強化型きらめきデ

重

イサービスへの参加者

５

数 人 11,146 18

の

3

,500 6,504 3

3

5.16 結合

2

4

0

2 認知症地域支援推進

1

事業 重５ 33201 認

徘

知症サポーター養成講

徊

座受講者数（総累計）

探

人 12,234 12,

知

500 13,453 1

シ

07.62 結合

目

ステ

43 在宅医療・介護連

ム

携推進事業 重５ 332

専

01 多職種交流会の参

用

加医療機関数 箇所 12

端

15 3 20 結合

末機

44 生活支援体制整備

利

事業の推進 重５ 332

用

01 生活支援体制整備

標

者

事業による第１層及び

の

第２層協議体による会

２

議 回 19 21 52 24

４

7.62 結合

時

4

間

5 一般介護予防事業の

以

推進 重５ 33202 遊

内

具うんどう教室・介護

の

予防教室・出前講座・

保

講演会の参加者数 人 1

を

護

,091 1,200 8

率

32 69.33 結合

％ 1

46 介護予防・生

0

活支援サービス事業の

0

推進 重５ 33202 １

1

号被保険者の介護保険

0

認定率/推定値 ％ 10

0

0.7 100 101.

1

8 98.23 結合

達

00

47 高齢者の保健事

1

業と介護予防の一体的

0

実施事業 重５ 3320

0

2 健康状態不明者の健

結

康状態が把握できた割

合

合 ％ 0 55 88.8 161.45 結合

48 新型コロナウイル

成

ス感染症への対策事業 重３ 70402 申請に対する支給率 ％ 0 100 100 100 結合

す

14 社会福祉法人介護

る

サービス利用料減免の

た

充実 重５ 33201 社

め

会福祉法人介護サービ

に

ス利用率 ％ 100 10

取

0 100 100 結合

り組

15 緊急通報シス

む

テムの充実 重５ 332

事

01 緊急救助率（救助

務

出動件数／利用者の緊

事

急通報件数×100％

業

） ％ 100 100 10

事

0 100 結合

務

1

事

6 老人福祉電話の推進

業

重５ 33201 年間延

名

べ貸与台数 台 13 13

（

11 84.62 結合

個別

17 認知症高齢者

事

グループホーム利用料

業

助成事業の推進 重５ 3

）

3201 助成制度の利

重

用率 ％ 100 100 1

施

00 100 結合

施策

18 配食サービス 重５

指

33201 配食サービ

標

ス利用者の低栄養予防

単

に対する個別アセスメ

位

ント票の ％ 100 10

現

0 100 100 結合

況値

19 高齢者移送サ

目

ービスの促進 重５ 33

標

201 助成件数 回 3,

値

242 3,450 2,

実

775 80.43 結合

績値

20 高齢者賃貸

達

住宅住み替え助成事業

成

の推進 重５ 33201

率

助成件数 人 0 1 0 0 結

(

合

％

21 社会福祉

)

施設の整備 重５ 332

評

01 第８期介護保険事

価

業計画に基づき整備す

該

る特別養護老人ホーム

当

箇所 1 1 0 0 結合

コー

22 ケアマネジャー

ド

支援事業 重無 33204 指定居宅介護支援事業者への窓口相談指導又は新規や１名体制の 件 498 500 1,317 263.4 結合

23 介護相談員派遣 重無 34001 介護相談員の活動派遣施設数 施設 0 29 0 0 結合

24 高齢者なん

1

でも相談室の運営・支

1

援 重無 33204 電話

寝

・来所・訪問件数 件 3

具

1,474 25,50

乾

0 31,474 123

燥

.43 結合

・

25



援体制の更なる強化・充実を
図ります。
〇高齢者施策は、高齢になっても住み慣れた地域で安心して暮らせるように、「第８期介護保険事業計画・第９次高
齢者保健福祉計画」に基づく事業を推進します。また、高齢者がその有する能力に応じて自立した生活ができるよう

部の運営方針に対する部全体の総合評価
、在宅医療と介護の連携、認知症対策、健康寿命延伸施策を推進し、日常生活の支援が包括的に確保される地域包括
ケア体制の充実を図ります。さらに、地域住民をはじめとする多様な主体がつながり、活動する地域共生の取組を推 ・新型コロナウイルス感染症の拡大防止に備えた対応を、国、県の基本
進します。 的対処方針に沿って行ってきました。
〇国民健康保険事業は、被保険者が必要な医療を安心して受けられるように健全運営を目指し、保険税収納率の向上 ・各課での施策、事業の実施にあたっては、コロナ感染症対応を優先し
に取り組むとともに医療費の適正化に努めます。特に、「第２期データヘルス計画」に基づいた保健事業を推進し、 て行うことにより、中止や縮小といった対応をせざるを得ない状況とな
被保険者の健康増進に努めます。また、国民健康保険の広域化については、引き続き、保険者である県と連携し円滑 って

様

しまいましたが、可能

式

な限り部の運営方針に

第

沿った対応を行ってき

１

な運用を図っていきま

号

す。 ました。
〇生活困

部

窮者施策は、生活困窮

の

者自立支援法に基づき

運

、生活困窮者への相談

営

支援に取り組むことを

方

継続します。また
、生

針

活保護受給者への自立

・

等の支援についても引

課

き続き、関係機関と連

の

携し取り組みます。
〇

目

高齢者支援課、国保年

標

金課、健康づくり支援

設

課の三課連携により、

定

高齢者の保健事業と介

書

護予防の一体的な取組

(

を
推進し、健康寿命の

令

延伸を図ることで、高

和

齢者が生き生きと暮ら

 

すまちを目指します。

3

〇国民健康保険税及び

年

後期高齢者医療保険料

度

、介護保険料の口座振

)

替手続きの電子化を図

部

り、利便性の向上に努

コ

めま
す。

課コード 10

ー

課　名 国保年金課 課長

ド

名 本庄　勇

２．課の目

0

標（部の運営方針を受

5

けて課の取組方針を記

部

入） 部の運営方針に対

　

する課の目標への取組

名

結果

◎国民健康保険事

健

業は、被保険者の高齢

康

化や医療技術の進歩な

福

どに伴い一人当たりの

祉

保険給付費の増加傾向

部

が続いて 〇国民健康保

部

険事業は、被保険者の

長

健康維持増進を図るた

名

め、医療給付
いる中、

三

被保険者が安心して生

澤

活できるように必要な

　

保険給付を適正に行っ

直

ていきます。 、療養費

洋

の支給や特定健診・特

１

定保健指導などの事務

．

事業を実施した。
また

部

、保健事業にあたって

の

は、第２期データヘル

運

ス計画に基づいた糖尿

営

病性重症化予防事業や

方

生活習慣病予防事業な

針

また、「第２期国民健

(

康保険データヘルス計

予

画」に基づき、糖尿病

算

性腎
どの保健事業を推

編

進するとともに、短期

成

人間ドックなどの助成

・

事業においても適正に

実

実施し、生活習慣病予

施

防に努め 症重症化予防

計

事業及び生活習慣病治

画

療中断者受診勧奨事業

策

などの保健事
ます。 業

定

を実施した。また、県

方

が財政運営の責任主体

針

となっている国民健康

な

保
特定健康診査・特定

ど

保健指導事業について

を

も、受診率の向上を目

踏

指し健康づくり支援課

ま

と連携を図っていきま

え

す。 険の広域化におい

て

ては、県と連携し円滑

、

な運営が図られました

基

。
　国民健康保険税は

本

、事業を安定的に運営

計

していく上で重要な財

画

源であることから、公

の

平かつ公正に賦課する

分

ととも 〇後期高齢者医

野

療制度の運営は、千葉

別

県後期高齢者医療広域

計

連合と連携
に、徴収対

画

策を強化して徴収率向

や

上を図り、滞納世帯の

重

減少に努めます。 を図

点

り、適切に対応するこ

ﾌ

とができた。
　さらに

ﾟ

、国民健康保険の広域

ﾛ

化については、引き続

ｼ

き保険者である県と連

ﾞ

携し円滑な運用が図ら

ｪ

れるよう迅速な対 〇財

ｸ

源となる国民健康保険

ﾄ

税や後期高齢者医療保

、

険料は、滞納者に対し

所

応に努めるとともに、

管

県が算定する標準保険

に

料率や納付金を参考に

係

保険税率の検討を進め

る

、適切に対応していき

部

ます て督促や催告の送

の

付を実施する一方丁寧

運

な納付相談に努めた。

営

。また、医療機関が保

方

険証の資格をオンライ

針

ンで確認できるオンラ

に

イン資格確認等システ

対

ムの導入を適切に進め

す

ると 〇国民年金事務は

る

、日本年金機構松戸年

課

金事務所と連携を図り

の

、制度の
ともに、被保

目

険者に対しマイナンバ

標

ーカードでも保険証と

へ

して利用できる旨の周

の

知を図ります。 周知や

取

加入促進に努めた。
◎

組

後期高齢者医療制度に

結

ついては、被保険者が

果

安心して医療を受けら

　

れるよう千葉県後期高

　

齢者医療広域連合と連

分

携
を図りながら、きめ

野

細やかな対応や情報提

別

供を行うとともに、制

基

度の運営が適切かつ円

本

滑に行われるよう努め

計

ます。
◎国民年金事務

画

については、資格の得

の

喪届出や裁定請求の受

目

理・審査などの法定受

標

託事務及び年金の納付

を

記録に関す
る問い合わ

考

せなどについて、松戸

慮

年金事務所と連携を図

し

りながら丁寧な対応に

て

努めます。

３．課の目

、

標を達成する上での課

部

題と対応（人員の配置

の

、組織のあり方など）

目

◎国民健康保険事業は

標

、一人当たりの医療費

を

等の増加傾向が続いて

達

いる。健全な事業運営

成

を図るためには、資格

す

チェ
ック、レセプト点

る

検の強化、特定健診等

た

の受診率向上など医療

め

費の適正化に努めると

の

ともに、国民健康保険

方

の広域化
やマイナンバ

針

ーにおける情報連携に

を

も確実に対応していき

記

ます。また、引き続き

入

窓口業務等の委託によ

)

る民間活力を
活かして

◎

、執行体制の強化を図

第

っていきます。

４．原

三

因分析・改善策

（課長

次

） （部長）
国民健康保

基

険の被保険者の多くは

本

、年齢構成が高く、所

計

得については低い傾向

画

がある。また、医 国民

の

健康保険や後期高齢者

重

医療制度は、被用者保

点

険（医療保険）と異な

施

り、所得の少ない方や

策

高
療技術のや高齢化の

「

進展から一人当たりの

誰

医療費は年々高くなっ

も

ている。被保険者が必

が

要な医療 齢者が多く、

生

構造的に脆弱である。

涯

被保険者が必要な医療

を

を安心して受けられる

と

よう健全な運営
を安心

お

して、受けられるよう

し

健全な運営を目指すた

て

め、その主たる財源で

、

ある国民健康保険税や

健

が必要であり、その財

康

源を確実に確保してい

で

くことが重要である。

自

後期高齢者医療保険料

立

の収納率の向上を図る

し

とともに、データヘル

た

ス計画に基づいた各種

生

事業を
着実に実施し、

活

被保険者の健康寿命の

を

延伸を目指した上で医

安

療費の適正化を図る必

心

要がある。

５．課の目

し

標を達成するために取

て

り組む事務事業

事務事

お

業名（個別事業） 重プ

く

施策 指標 単位 現況値 目

れ

標値 実績値 達成率(％

る

) 評価該当 コード

1 国

ま

民年金加入促進及び納

ち

付奨励 重無 34003

づ

国民年金加入者の納付

く

率 % 75.3 75.4

り

80.1 106.23

」

現状

2 保険給付事業 重

を

無 34002 一人あた

推

りの医療費の上昇率を

進

抑制する ％ 102.6

「

9 100 108.48

誰

92.18 結合

3 国保

も

運営協議会 重無 340

が

02 運営協議会の開催

生

実績 回 2 4 2 50 結合

涯

4 被保険者証・受給者

を

証の交付更新 重無 34

と

002 資格証明書及び

お

短期保険証発行/被保

し

険者世帯数 ％ 2 2.8

て

2 140 結合

5 国保保

、

健事業 重無 34002

健

短期人間ドック受診者

康

数 人 1,117 1,3

で

00 1,070 82.

自

31 結合

6 国保税の収

立

納 重無 34002 国保

し

税収納率（現年度分）

た

　収納額／調定額 % 9

生

3.69 93.5 93

活

.69 100.2 結合

を

7 国保税の啓発 重無 3

安

4002 口座振替利用

心

率（口座振替利用者数

し

/納税義務者数） ％ 4

て

0 38.2 40 104

お

.71 結合

8 国保税の

く

賦課 重無 34002 申

れ

告済世帯率（申告済世

る

帯数／加入世帯数） %

ま

97.2 96.6 97

ち

.3 100.72 結合

す

9 特定健診・特定保健

る

指導 重無 34002 特

た

定健診受診率 % 34.

め

3 48 34.3 71.

、

46 結合

10 国保税の

新

滞納整理 重無 3400

た

2 国民健康保険税の滞

に

納繰越分徴収率（収入

策

累計額÷調定累計額）

定

％ 18.98 18.5

し

18.98 102.5

た

9 結合

「第６次健康福祉総合計画」及び各部門の計画に基づき、施策や事業に取り組みます。 づくり」を実現するため、国民健康保険事業及び後期高齢者医療制度事
〇地域で支え合う福祉コミュニティづくりのための地域福祉施策は、「成年後見制度利用促進基本計画」及び「自殺 業、国民年金事務を着実に実行しました。
対策計画」に基づき、権利擁護や自殺対策、孤立死対策に引き続き取り組みます。 また、県が財政運営の責任主体となっている国民健康保険の広域化にお
〇健康・医療施策は、生涯を健康に過ごすために、健康づくり・食育・歯と口腔の各種計画を統合した「第２次心も いては、県と連携し円滑な運営が図られました。
身体も健康プラン」に基づく各種事業を推進します。特に、病気の原因となる危険因子の一次予防を重要な取り組み
として位置付け、「自ら取り組む、みんなで続ける健康づくり」を基本理念とし、健康寿命を延ばすことができる支
援事業を推進します。医療施策については、いつでも身近に医療を受けられる体制の整備充実に向けて、引き続き取
り組みます。
〇障害者施策は、障害者が住み慣れた地域で自分らしく自立した生活ができるように、「第３期障害者プラン（障害
者計画・障害福祉計画）」に基づく事業を推進します。特に、ＮＰＯ法人や社会福祉法人等の関係機関と連携し、障
害者の日中活動の場及び生活の場の拡充に向けた取り組みを推進します。また、相談支



医療被保険者の保健事業 重無 34002 利用率（執行額／予算額） ％ 86.97 95 87 91.58 結合

12 後期高齢者医療事務 重無 34002 後期

５

高齢者医療保険料現年

．

度分収納率 ％ 99.5

課

3 99.6 99.46

の

99.86 結合

目標

13 後期高齢者医療広

を

域連合負担金 重無 34

達

002 負担分の支出 ％

成

100 100 100 1

す

00 結合

る

14 国

た

民健康保険窓口業務等

め

の委託事業 重無 832

に

02 来庁者に対する民

取

間事業者の窓口受付対

り

応率 ％ 100 100 1

組

00 100 結合

む事

15 後期高齢者医療窓

務

口業務等の委託事業 重

事

無 83202 来庁者に

業

対する民間事業者の窓

事

口受付対応率 ％ 100

務

100 100 100 結

事

合

業名（個別事業） 重施 施策 指標 単位 現況値 目標値 実績値 達成率(％) 評価該当 コード

11 後期高齢者



を推進します。また、相談支援体制の更なる強化・充実を
図ります。
〇高齢者施策は、高齢になっても住み慣れた地域で安心して暮らせるように、「第８期介護保険事業計画・第９次高
齢者保健福祉計画」に基づく事業を推進します。また、高齢者がその有する能力に応じて自立した生活ができるよう

部の運営方針に対する部全体の総合評価
、在宅医療と介護の連携、認知症対策、健康寿命延伸施策を推進し、日常生活の支援が包括的に確保される地域包括
ケア体制の充実を図ります。さらに、地域住民をはじめとする多様な主体がつながり、活動する地域共生の取組を推 ・新型コロナウイルス感染症の拡大防止に備えた対応を、国、県の基本
進します。 的対処方針に沿って行ってきました。
〇国民健康保険事業は、被保険者が必要な医療を安心して受けられるように健全運営を目指し、保険税収納率の向上 ・各課での施策、事業の実施にあたっては、コロナ感染症対応を優先し
に取り組むとともに医療費の適正化に努めます。特に、「第２期データヘルス計画」に基づいた保健事業を推進し、 て行うことにより、中止や縮小といった対応をせざるを得ない状況とな
被保険者の健康増進に努めます。また、国民健康保険の広域化については、引き続き、保険

様

者である県と連携し円

式

滑 ってしまいましたが

第

、可能な限り部の運営

１

方針に沿った対応を行

号

ってき
な運用を図って

部

いきます。 ました。
〇

の

生活困窮者施策は、生

運

活困窮者自立支援法に

営

基づき、生活困窮者へ

方

の相談支援に取り組む

針

ことを継続します。ま

・

た
、生活保護受給者へ

課

の自立等の支援につい

の

ても引き続き、関係機

目

関と連携し取り組みま

標

す。
〇高齢者支援課、

設

国保年金課、健康づく

定

り支援課の三課連携に

書

より、高齢者の保健事

(

業と介護予防の一体的

令

な取組を
推進し、健康

和

寿命の延伸を図ること

 

で、高齢者が生き生き

3

と暮らすまちを目指し

年

ます。
〇国民健康保険

度

税及び後期高齢者医療

)

保険料、介護保険料の

部

口座振替手続きの電子

コ

化を図り、利便性の向

ー

上に努めま
す。

課コー

ド

ド 15 課　名 障害者就

0

労支援センター 課長名

5

小池　斉

２．課の目標

部

（部の運営方針を受け

　

て課の取組方針を記入

名

） 部の運営方針に対す

健

る課の目標への取組結

康

果

障害者が住みなれた

福

地域で自立して生活で

祉

きるよう、障害者就労

部

支援センターが中核と

部

なって障害者の職場定

長

着を支 障害者就労支援

名

センターでは、職場定

三

着を図るために、相談

澤

、アセスメ
援します。

　

そのために、適切な評

直

価、訓練先の紹介と連

洋

携、求職活動支援、職

１

場開拓と企業への情報

．

提供、就職後の ント、

部

短期集中訓練、求職活

の

動、企業への情報提供

運

、就職後のフォロー
ジ

営

ョブコーチ支援、フォ

方

ローアップ支援を縦断

針

的に提供します。また

(

、近年の特別支援学校

予

卒業生の増加に伴い、

算

特 アップ支援等を行っ

編

てきました。
別支援学

成

校等との連携を強化し

・

、ハローワークや市内

実

外の福祉施設と合わせ

施

て、ネットワークによ

計

る支援体制の構築 　ま

画

た、就労支援全体会、

策

就労移行・定着連絡会

定

、特別支援学校等連絡

方

に努めます。 会からな

針

る就労支援部会による

な

ネットワークの構築、

ど

関係機関との連携
の強

を

化を図りました。

３．

踏

課の目標を達成する上

ま

での課題と対応（人員

え

の配置、組織のあり方

て

など）

障害者の福祉的

、

就労から一般就労への

基

移行がスムーズに進ま

本

ない現状があります。

計

このような福祉施設へ

画

の滞留化を
解消するた

の

め、民間福祉施設や相

分

談支援事業所との連携

野

のもと一般就労に向け

別

た意欲の喚起と就職準

計

備性の向上をは
かりま

画

す。また、近年では精

や

神障害者や発達障害者

重

の相談件数が増加傾向

点

にあります。障害者就

ﾌ

労支援センターでは
、

ﾟ

引き続き評価の確立と

ﾛ

訓練の充実を図り、就

ｼ

職者の定着率の向上を

ﾞ

目指します。

４．原因

ｪ

分析・改善策

（課長）

ｸ

（部長）
市内の就労移

ﾄ

行支援事業所と更なる

、

連携強化が必要です。

所

今後も障害者就労支援

管

センターが中核 今後も

に

福祉施設の滞留化を解

係

消するために、民間福

る

祉施設や相談支援機関

部

との連携の強化を行い

の

となり、支援体制の構

運

築による障害者の職場

営

定着の向上を図ること

方

が必要である。 、支援

針

体制の構築を進めるこ

に

とが重要である。

５．

対

課の目標を達成するた

す

めに取り組む事務事業

る

事務事業名（個別事業

課

） 重プ 施策 指標 単位 現

の

況値 目標値 実績値 達成

目

率(％) 評価該当 コー

標

ド

1 障害者の一般就労

へ

に関する相談・支援の

の

実施 重５ 33305 就

取

職後６ヶ月経過時点で

組

の職場定着率 ％ 97 9

結

5 97 102.11 結

果

合

2 障害者職場実習支

　

援事業の実施 重５ 33

　

305 職場体験実習を

分

修了した障害者の数（

野

１年間） 人 0 1 0 0 結

別

合

3 障害者就労支援シ

基

ステムの構築 重５ 33

本

305 就職後６ヶ月経

計

過時点での職場定着率

画

％ 97 95 97 102

の

.11 結合

4

5

6

7

8

目

9

10

標を考慮して、部の目標を達成するための方針を記入)

◎第三次基本計画の重点施策「誰もが生涯をとおして、健康で自立した生活を安心しておくれるまちづくり」を推進 障害者が住み慣れた地域で自分らしく自立した生活ができるように、障
するため、新たに策定した「第６次健康福祉総合計画」及び各部門の計画に基づき、施策や事業に取り組みます。 害者の就労支援を行ってきました。
〇地域で支え合う福祉コミュニティづくりのための地域福祉施策は、「成年後見制度利用促進基本計画」及び「自殺 　就労支援センターが中核となり、就労移行支援事業所などの福祉施設
対策計画」に基づき、権利擁護や自殺対策、孤立死対策に引き続き取り組みます。 やハローワーク、特別支援学校との連携を強化し、支援体制の構築を図
〇健康・医療施策は、生涯を健康に過ごすために、健康づくり・食育・歯と口腔の各種計画を統合した「第２次心も りました。また、相談の受付から就職後の定着まで一貫した支援を行っ
身体も健康プラン」に基づく各種事業を推進します。特に、病気の原因となる危険因子の一次予防を重要な取り組み てきました。
として位置付け、「自ら取り組む、みんなで続ける健康づくり」を基本理念とし、健康寿命を延ばすことができる支
援事業を推進します。医療施策については、いつでも身近に医療を受けられる体制の整備充実に向けて、引き続き取
り組みます。
〇障害者施策は、障害者が住み慣れた地域で自分らしく自立した生活ができるように、「第３期障害者プラン（障害
者計画・障害福祉計画）」に基づく事業を推進します。特に、ＮＰＯ法人や社会福祉法人等の関係機関と連携し、障
害者の日中活動の場及び生活の場の拡充に向けた取り組み


